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Ⅰ 経営管理教育部の教育目的と特徴 
 

1 京都大学大学院経営管理教育部(経営管理大学院)は、2006 年 4 月に発足した文理融合型

の専門職大学院である（資料-1）。大学における研究や知識の蓄積を活用して、企業、

監査法人、コンサルティング・ファーム、公的機関、NPO など、多様な分野における高

度な職業的知識を有するリーダー（高度専門職業人）を育成することを目的としている。

専門職学位課程（経営管理専攻）では、原則として 2年間の教育を行い、「経営学修士(専

門職)」(MBA: Master of Business Administration)の学位が与えられる。 

（資料-1）文理融合で多様な人材を集める大学院経営管理教育部 

 

 

２ 本大学院の理念・基本方針は以下のとおりである（資料-2）。 

（資料-2）理念・基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお本学では、教育研究等の質の向上に関する目標を定めている。教育に関する目標と

して、専門職大学院課程教育においては、本学の多様な学術的研究を背景とした深い学識

及び卓越した能力の育成を促し、実践的に社会貢献できる高度専門職業人を要請するとし

ている。また、大学院課程教育においては、本学の多様な学術的研究を背景とした基盤的・

先端的な専門知識を習得し、高度な専門的能力と独創的な研究能力を備え、国際的に活躍

できる人材を養成するとしている。本大学院の理念・基本方針はこれらと合致している。 

３ また、2016 年 4 月より、大学院経営管理教育部内に博士後期課程（経営科学専攻）を
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新設する。本博士後期課程では、グローバル・ビジネス・リーダーとしての高度専門職

業人博士の養成を行い、「博士（経営科学）」の学位を授与するものである。 

４ アドミッションポリシーにある選抜の機会として、学生、社会人としての勤務経験を

有する学生や現役社会人、留学生など多様な受験生を受け入れるため、一般選抜、特別

選抜、1 年半コース特別選抜、全ての授業が英語で行われる国際プロジェクトマネジメ

ントコース向け入試、等様々な入試が行われている（資料-3）。 

（資料-3）アドミッション・ポリシー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[想定する関係者とその期待] 

在籍学生、修了生、企業等を想定している。彼らからは定期的に意見を聴取している。

それによると在籍学生からは、志望する専門分野をより深く学びたい、転職するにあたり

学び直したい、業務に役立つ、等の期待を受けている。修了生からは、博士後期課程への

新設、社会人への通いやすい環境への整備、等の期待を受けている。取得するべき能力と
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して、企業からは、修了生(MBA 取得者)に対して、専門的知識、協調性、積極性を特に期待

されている。また企業から本大学院に対しては、経営に関する専門的な思考が出来る修了

生を輩出することを期待されている（資料-4）。 

（資料-4）京都大学 MBA のニーズに関する企業・団体向けアンケート（抜粋） 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

(観点に係る状況) 

本大学院は専任教員 19 名、みなし専任教員 5 名、特定教員及び連携教員 14 名により、

基本的カリキュラムを運営しているが、専任教員のうち、経済学研究科に 9 名、工学研究

科に 5 名が併任している。専門職大学院設置基準第 5 条、専門職大学院に関し必要な事項

について定める件第 1 条及び第 2 条に定める必要教員が確保されている。本大学院の責任

体制は、研究部長・教育部長（同一教員）が全体の責任者を担当し、教務系委員会の責任

者は副教育部長が担当している。本大学院の管理運営の体制は、教員が所属する経営管理

研究部及び教員・学生が所属する経営管理教育部からなっている。研究部と教育部のそれ

ぞれに教授会を設けて、その下に業務ごとに各種の委員会を設置し、そこでの審議検討結

果を、最終的にはそれぞれの教授会で審議し決定するという体制を取っている。本大学院

に設置されている各種委員会には、事務職員も参加して審議を行っている。これらの教授

会と殆どの委員会は、原則として月 1回開催されている（資料-5）。 

（資料-5）教授会・委員会組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専任教員は、科目群の主要科目を担当しており、特に、殆どの基礎科目および発展科目

を担当することで、教育の一貫性を確保している。実際、2015 年度の基礎科目（国際コー

ス科目除く）については 11 科目中 9科目を専任教員が担当しており、発展科目については

86 科目中 82 科目を専任教員が担当している。 

多様な教員の確保のため、本大学院では、年齢のバランスへの配慮、女性教員の採用の

重視、外国人教員の採用、公募による採用、サバティカル制度の導入を行っている。採用

等については京都大学経営管理研究部教員選考基準及び候補者選考内規に従って、教員の

公募・任用・昇任を実施している。2015 年度教員 38 名の内、若手教員（40 歳以下）は 5

名、女性教員は 3名、外国人教員は 3名で、多様性を確保している。 

入学者選抜方法の工夫としては、アドミッションポリシーにある選抜の機会として、学

生、社会人勤務経験を有する学生や現役社会人、留学生など多様な受験生を受け入れるた

め、募集の方法を一般選抜と特別選抜に分けている。加えて、公認会計士、税理士、アナ
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リストなど既にファイナンス・会計分野の専門家として社会で活躍中の人を対象とした、

標準修業年限が 1年半のコースも用意している。さらに 2011 年度から、日本企業のグロー

バル展開のニーズに応えるために、全ての授業が英語で行われる国際プロジェクトマネジ

メントコースも用意しており、それぞれに入学者選抜を行っている。 

 その結果、多様な学生を受け入れ、2015 年度の在籍者の割合は以下のとおりとなってい

る（資料-6）。 

（資料-6）2015 年度在籍者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教員の教育力向上のための体制の整備としては、科目毎に授業実績報告書（資料-7）及

び自己点検表（資料-8）の提出を義務づけ、学生による授業評価結果とともに FD 委員会お

よび教務委員会で組織的に、教育内容および指導能力等について検討を行っている。 

（資料-7）授業実績報告書             （資料-8）自己点検表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、各学期後の学生に対する授業アンケート結果を反映させた「ベストティーチャー

賞」制度を設け、その結果を賞与に反映させている。「ベストティーチャー賞」も 6年目を

迎え、2014 年 2 月 14 日付総長裁定「京都大学経営管理大学院ベストティーチャー賞内規」

在学者数 社会人学生数 非社会人学生数 

192 104 88 

   

日本人学生数 外国人学生数 

109 83 

   

男子学生数 女子学生数 

133 59 

   

文系出身者学生数 理系出身者学生数 

146 46 
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を制定した（資料-9）。 

（資料-9）ベストティーチャー賞 

 

 

 

 

 

 

 

 

職員の教育の支援体制の整備として、TA については、採用に当たっては当該科目の担当

教員が推薦する学生を優先させ、TA に期待すること、教育補助の方法等について個別に指

導することにしている。TA の有効的活用を図るべく、2015 年 6 月 4 日に TA 研修会を行っ

た。更に 2014 年 2 月には、国際コース留学生や交換留学生のサポートとして、元大阪大学

国際教育プログラムのコーディネーターを特定職員に迎えた。事務手続支援に加え、生活

面のアドバイスにも対応する等、支援体制を強化している。 

プログラムの質保証・質向上のため、自己点検・評価、外部評価、専門職学位課程認証

評価を計画的に進め、改善課題について組織的に取り組むサイクルを確立している。 

 

(水準) 

期待される水準を上回る 

(判断理由) 

特定非営利活動法人 The Alliance on Business Education and Scholarship for Tomorrow, 

a 21st century organization(ABEST21)が実施する経営分野専門職大学院認証評価を 2010

年度及び 2015 年度に受審し、「本教育プログラムは各評価基準がほとんど又は全てが満た

され、改善すべき課題が少なく、教育研究の質維持向上が十分に期待でき、非常に優れて

いる教育プログラムである」との評価を受けた（資料-10）。 

また、2012 年度～2014 年度の日経キャリアマガジンで掲載された社会人の大学院ランキン

グにおいて、通ってみたい MBA で 3 年連続西日本第 1 位の評価を得た。この中で選んだ理

由別ランキングの記載があり、「卒業生が優秀だから」で 1位になっている。このことは本

大学院における、専門的知識の高い教育効果を示している（資料-11）。 

（資料-10）認証評価結果            （資料-11）日経キャリアマガジン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 以上のことから専門的知識を取得するという学生からの期待、及び優れた教育を提供す

ることへの体制を確保するという企業からの期待を上回ると判断できる。 

 

観点 教育内容・方法 
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(観点に係る状況) 

本大学院専門職学位課程（経営管理専攻）では学位授与の方針として、「経営学修士(専

門職)」の学位を与えられるには、所定の期間在学し、カリキュラムポリシーに沿って設定

した専門職学位課程プログラムが定める授業科目を履修し、基準となる単位数を獲得する

こと」を明確に定めている（資料-12）。 

（資料-12）カリキュラムポリシー 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そのための体系的な教育課程の編成状況として、本大学院が掲げる理念や基本方針を達

成するため、2つの大きな柱を謳っている。①確実な基礎知識をベースに応用的、実務的な

力を獲得できるように、基礎⇒専門⇒実務・発展科目へと段階的に履修することが可能な

カリキュラム、②「2 年コース」（ビジネス・リーダーシップ、プロジェクト・オペレーシ

ョンズマネジメント、サービス価値創造、ファイナンス・会計の 4つの教育プログラム）「1

年半コース」「国際プロジェクトマネジメントコース」の 3つのコースを設けている。各コ

ース並びにプログラム毎の具体的な学修目標を定め、カリキュラムの構成を行っているこ

と、である。 

また、本大学院博士後期課程（経営科学専攻）では学位授与の方針として、「博士（経営
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科学）」の学位を与えられるには、所定の期間在学し、カリキュラムポリシーに沿って設定

した博士後期課程プログラムが定める授業科目を履修し、基準となる単位数以上を修得す

るとともに、研究指導を受け、博士論文の審査及び試験に合格すること」を明確に定めて

いる。そのための体系的な教育課程の編成状況として、本大学院が掲げる理念や基本方針

を達成するため、これも 2 つの大きな柱を謳っている。①コースワークに基づく講義、演

習、実習による経営科学の知識と研究方法の修得、②研究指導において、3つの研究領域「実

践ファイナンス」、「サービス・イノベーション＆デザイン」、「プロジェクトマネジメント」

の中の１つの研究領域において専門性を高め、かつ実務に役立つ総合性を身につけること

が可能になるように指導を受けることが可能なカリキュラムの構成を行っていること、で

ある（資料-13）。 

（資料-13）専門職学位課程（経営管理専攻）と博士後期課程（経営科学専攻） 

 

社会のニーズに対応した教育課程の編成・実施上の工夫として、①企業を取り巻く環境

の変化に対応するカリキュラムの継続的更新、②より充実した教育課程を提供するため、

神戸大学大学院経営学研究科と、学生が相互の大学の授業科目を履修できる協定を 2011 年

度に締結（資料-14）、③社会人の様々な学習需要に対応するため、2013 年度に長期履修学

生制度を導入、（資料-15）が挙げられる。 

（資料-14）神戸大学との相互履修 
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（資料-15）長期履修学生制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、国際通用性のある教育課程の編成・実施上の工夫として、①2011 年度に英語授業 

のみで修了できる「国際プロジェクトマネジメントコース」を設立、②海外の大学院で開

催されるサマースクールに参加を促進し、単位付与の対象として認定、③国際交流を促進

するために派遣留学制度を実施しているが、このための部局間学生交流協定を 15 大学と締

結（資料-16）、 

（資料-16）学生交流協定校一覧 

学生交流協定 協定校 国名 

アジア 

2015 年 7 月 チュラロンコン大学ビジネススクール タイ 

2008 年 9 月 国立台湾大学 管理学院 台湾 

2009 年 6 月 国立政治大学 （商学院） 台湾 

2012 年 3 月 ハノイ交通通信大学 ベトナム 

2012 年 11 月 梨花女子大学 韓国 

2014 年 3 月 釜山国立大学 韓国 

2015 年 9 月 ソウル国立大学ビジネススクール 韓国 

2013 年 1 月 インド経営大学院（カルカッタ) インド 

2014 月 4 月 インド経営大学院(アメダバード) インド 

北米・中南米 

2013 年 5 月 ライアーソン大学 カナダ 

ヨーロッパ 

2010 年 3 月 コッチ大学 管理・経済大学院 トルコ       

2014 年 3 月 イズミール経済大学 トルコ 

2013 年 4 月 ミュンヘン工科大学 ドイツ 

2013 年 9 月 ブカレスト経済大学 ルーマニア 

2015 年 5 月 アムリヨンビジネススクール フランス 

 

④2014 年度に国立台湾大学管理大学院とダブルディグリー制度を締結し、既に国立台湾大

学から本制度による学生を受け入れていること、が挙げられる（資料-17）。 
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（資料-17）ダブルディグリー制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、養成しようとする人材像に応じた効果的な教育方法の工夫として、①本大学院

では、大学内外の学者や実務家を招聘し、特別講義やセミナーを開催しているが、2013 年

度からポイント制として 20ポイント分参加させることを発展科目の単位付与条件として実

施（資料-18）、②2013 年度にグローバルキャリア育成支援として、アジアの主要なビジネ

ススクールから教授を招聘し、アジアビジネスリーダー特別講義シリーズとして開催（資

料-19）、③実務現場を体験するインターンシップで単位取得を可能、が挙げられる。 

また、学生の主体的な学習を促すための取組として、①基礎学力を充実させる科目とし

て、入学前において導入科目を導入（資料-20）、②基礎科目について再試験及びアチーブ

試験を導入（資料-21）、③自学自習環境の整備（24 時間利用可能なものも含め合計 5 室準

備し、施設利用については、「施設・情報システムガイド」を作成し、オリエンテーション

で配付）（資料-22）、が挙げられる。 

（資料-18）ポイント制    （資料-19）アジアビジネスリーダー特別講義シリーズ 
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（資料-20）導入科目講義         （資料-21）施設・情報システムガイド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料-22）再試験・アチーブメント試験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(水準) 

期待される水準を上回る 

(判断理由) 

 先述したとおり、企業を取り巻く環境の変化に対応するためにカリキュラムを絶えず見

直しており、2010 年度に「サービス価値創造プログラム」を新設した。2011 年度に「国際

プロジェクトマネジメントコース」を新設及び、「ファイナンシャルリスクマネジメントプ

ログラム」と「ファイナンス・会計プログラム」を統合した。2014 年度に「事業創再生プ

ログラム」を「ビジネス・リーダーシッププログラム」に再編した。 

 「国際プロジェクトマネジメントコース」については、グローバル 30 終了後も継続して

いる。2015 年度在籍者は 30 名、22 か国から受け入れており、学生の多様性を確保してい

る（資料-23）。ダブルディグリー制度で 2015 年度から 2名受け入れている。 
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（資料-23）国際プロジェクトマネジメントコース在籍者 

1 インド 1 

2 インドネシア 2 

3 カンボジア 1 

4 スワジランド 1 

5 タイ 1 

6 タジキスタン 1 

7 ドイツ 1 

8 トルクメニスタン 1 

9 ナイジェリア 1 

10 ネパール 1 

11 バングラディシュ 1 

12 フィリピン 2 

13 ベトナム 1 

14 ベラルーシ 1 

15 モロッコ 1 

16 モンゴル 1 

17 韓国 3 

18 香港 1 

19 台湾 2 

20 中国 4 

21 米国 1 

22 日本 1 

総計 30 

 ポイント制やアジアビジネスリーダー特別講義シリーズといったユニークな試みも成功

しており、例を挙げると、アジアビジネスリーダー特別講義シリーズは他研究科学生にも

開放し、17 回の講義が行われ、参加者の延べ人数は 211 名である（資料-24）。 

（資料-24）アジアビジネスリーダー特別講義参加者数一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 本大学院ではカリキュラムポリシーの中で、「随時カリキュラムを見直し、最先端のマネ

ジメントの理論と手法を導入することを心がけます。」と記載し、学生に対して公約してい

る。これらの取組は、専門的知識を取得するという学生からの期待以上のものを提供して

いるものと言える。 

以上のことから関係者の期待を上回ると判断できる。 

 

 

分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

(観点に係る状況) 

履修・修了状況から判断される学習成果の状況として、1回生には、各人にスーパーバイ

ザーを置き、各期の始めに履修指導を行っているほか、勉学の相談を受け付けている。2回

生には、ワークショップ担当教員がスーパーバイザーを担当し、意見聴取が日常行われて
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いる。毎年 3 月の教授会で、学位授与判定と共に、進級や留年状況の確認が行われ、意見

交換が行われている体制にある。これらのこともあり、留年率、休学率等は低い数値であ

る。 

 学生が受けた様々な賞の状況から判断される学習成果の状況として、以下が挙げられる。

①2012 年度「京都大学サマーデザインスクール 2012」で最優秀発表賞、②2013 年度「第 2

回 産学連携オープンセミナーin 京都」で 2名の優秀賞、③2013 年度「マーケティング分

析コンテスト 2013」で優秀賞、④2014 年度「京都大学第１回サステイナブルキャンパス構

築プロジェクトコンテスト」で 3名の優秀賞を受賞した。 

 学業の成果の達成度や満足度に関する学生アンケート等の調査については、まず達成度

に関して、授業評価アンケートが全科目で実施されており、その中で「《実践性》この授業

を通じて、実践的な知識を得ることができた」及び「《基礎力》この授業を通じて、この領

域の基礎的な知識を得ることができた」という学業の達成度に関する設問を行っている。 

また、毎年修了者に 50 問以上にも及ぶ詳細アンケートを実施している。教授会等で、その

結果を情報共有している。このアンケートの中で、「授業料以上の成果は得ることができた」

「経営管理大学院に進学してよかった」と評価を受けており、学業の成果を確認した（資

料-25）。 

（資料-25）修了生アンケート（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

またこのアンケートにおいて、「授業を通じて身についたこと」として、16 項目について設

問している。満足度については授業評価アンケートの中で「《満足度》全体的に、この授業

に満足している」という学業の満足度に関し、高い数値結果が出ている。 

 

(水準) 

期待される水準を上回る 

(判断理由) 

第 2 期中期目標期間の留年率・休学率は以下のとおりであり、十分満足できる数字であ

る。留年率及び休学率は、社会人学生の諸般の事情を考えれば、特に大きな課題は抽出さ
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れないことを毎年 3月の教授会で確認している（資料-26）。 

 

（資料-26）留年率・休学率 

2 回生留年率・休学率 単位（％） 

  2010 2011 2012 2013 2014 2015 

留年率 11 7 9 12 8 4 

休学率 4 5 5 2 3 3 

1 回生留年率・休学率 単位（％） 

  2010 2011 2012 2013 2014 2015 

留年率 4 4 0 1 4 3 

休学率 4 9 7 7 9 8 

 

学業の成果の達成度及び学業の成果の満足度については、授業評価アンケートの結果は

以下のとおりであり、大変高い水準を保っている（資料-27）。 

（資料-27）授業評価アンケート（抜粋） 

授業評価結果 5 点満点 

  2010 2011 2012 2013 2014 

《実践性》この授業を通じて、実践的な知識を

得ることができた 
4.3 4.3 4.4 4.2 4.4 

《基礎力》この授業を通じて、この領域の基礎

的な知識を得ることができた 
4.4 4.4 4.5 4.3 4.4 

《満足度》全体的に、この授業に満足している 4.5 4.5 4.4 4.5 4.5 

修了生アンケート「授業を通じて身についたこと」の 16 項目の内、高い達成度を示した項

目については、年度によって異なるが、2014 年度に関しては、①チームによる問題解決能

力を身につける 85％、②思考力を高める 82％、③専門分野への意欲を高める 82％であっ

た（資料-28）。 

（資料-28）2014 年度修了生アンケート（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特に授業評価アンケートの 9割近い達成度、9割の満足度は、在籍学生からの志望する専

門分野をより深く学びたい、という期待以上に、学業の成果があったことを示している。 
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以上のことから関係者の期待を上回ると判断できる。 

観点 進路・就職の状況  

(観点に係る状況) 

進路・就職状況については、例年 1 月から 2 月、修了予定者を対象に経営管理大学院掛

へ進路届を提出する旨周知して把握している。卒業・修了生への意見聴取については、2015

年度に、本学での学習内容を振り返り、卒業（修了）生が身に付いた成果（能力）を把握

するため、修了生の「学習成果」を把握するアンケートを行った。このアンケートの中で、

「理論と実務を架橋し、片方に偏り過ぎない学習内容がよい」と評価を受けており、理念

「先端的なマネジメント研究と高度に専門的な実務との架け橋となる教育体系を開発し」

が守られていることが確認できた。また「異なる領域の授業があってよかった」と評価さ

れており、「Ⅰ 経営管理教育部の教育目的と特徴」に記載したとおり、文理融合教育が推

進されていることが確認できた（資料‐29）。 

（資料-29）修了生の「学習成果」を把握するアンケート（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 進路先・就職先等への意見聴取等として、2009 年度に就職先企業アンケートを行った。

更に 2011 年度には京都大学 MBA のニーズに関する企業・団体向けアンケートを行った。MBA

取得者として特に期待した能力のうち、採用された修了生がどのレベルにあるかという問

いについて、「期待以上」と高く評価された項目が専門的知識、論理的思考能力、情報分析

能力となっている（資料-30）。 
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（資料-30）就職先企業アンケート結果（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(水準) 

期待される水準を上回る 

(判断理由) 

2015 年度に行った修了生の「学習成果」を把握するアンケートによると、本学での学習

により身についた卒業後に役立った能力について、幅広い教養・知識、専門的な知識と技

術が高い評価を得ている。これは企業が修了生に期待する、専門的知識と合致していると

ともに、志望する専門分野をより深く学びたいとの学生の要求に応えたものといえる。 

2014 年度については修了者(学位取得者)85 名分の進路・就職状況を調査したところ、就

職率は 89％と高い水準にある。 

社会人学生の期待として転職があるが、社会人学生の転職率は 83％と高い水準にあり、

期待以上の数字と言える。 

以上のことから関係者の期待を上回ると判断できる。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（1） 分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

第 2 期中期目標期間においては、多数の教育プログラムの整備を行った。この結果、下

記の 6件の特徴的成果を上げている。 

①2011 年度から特別研究「日本型高品質サービスのグローバル展開を担う人材育成」に

取り組み、その成果を本大学院専門職学位課程における「サービス価値創造」プログ

ラム新設につなげている。 

②2013 年度から「デザイン学」を共通言語とする専門領域横断的な教育プログラムであ

るデザイン学大学院連携プログラムを本大学院と工学研究科、情報学研究科、教育学

研究科と共同で開設した。このプログラムは、2012 年度文部科学省「博士課程教育リ

ーディングプログラム」として採択されたものである（資料-31）。 

③アジアビジネスリーダー育成プロジェクトとして、アジア諸国の有力政府機関、大学、

企業と連携し、世界 GDP の過半を占めると予想されるアジア諸国において活躍する人

材を育成し、当該カリキュラムおよび教材の開発を進めている。なお、このプロジェ

クトは 2014 年度から、京都大学では初の履修証明プログラムとして認定されている 

（資料-32）。 

④経済産業省「平成 26 年度我が国経済社会の情報化・サービス化に係る基盤整備」受託

事業での活動成果として、2015 年度より、社会人エグゼクティブ教育「サービス・エ

クセレンス講座」を京大・東京オフィスにて開講した。本講座は、約 20 社のサービス

関連企業が参加している。内容は、日本型サービスとして注目を浴びている「おもて

なし」や、利害関係者・資源等の制約の中でいかに収益・事業持続性を保つかといっ

た「サービス・ケイパビリティ(塩梅論)」など、サービス経営に特化した必須 6 科目

を学ぶものとなっている。（資料-33）。 

⑤文部科学省「高度人材養成のための社会人学び直し大学院プログラム」において、国

立大学人文社会科学系では唯一採択され、「京都大学サービス MBA 入門プログラム」を

2015 年度から開講している。サービス経営学に関する入門科目を受講することにより、

サービス経営に関わる実践的習得を行う公開講座形式の教育プログラムである（資料

-34）。 

⑥国立台湾大学管理大学院(会計、グローバル MBA)と 2014 年にダブルディグリー制度を

締結した。国立台湾大学は、1928 年に設立され、世界的に人材を輩出してきている伝

統ある大学である。この制度は 3 年間のプログラムで、本大学院と国立台湾大学管理

大学院の 2つの学位(MBA)を取得することが可能となっている。 
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（資料-31）デザインスクール（資料-32）アジアビジネスリーダー育成プロジェクト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料-33）サービス・エクセレンス講座 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料-34）サービス MBA 入門プログラム 
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本大学院は 2006 年度に設置された新設の大学院であり、また完成年度までの 2 年間は、

設置申請書の内容を履行することに専念する必要があったため、第一期中期目標期間につ

いては、教育面での大幅な変更は難しかった。 

第２期中期目標期間では、先に挙げた特徴的成果を、海外を含めた他大学及び企業等と

の連携の中で積極的に展開している。これらの成果が正規課程の教育内容や、志願者増に

フィードバックされることが見込まれる（資料-35）。これらは理念「先端的なマネジメン

ト研究と高度に専門的な実務との架け橋となる教育体系を開発し」、基本方針「産官との協

力関係を基盤とした研究・教育環境を整備する」「世界に開かれた大学として、個性ある研

究・教育拠点としての役割を果たす」について、社会との約束を果たしており、質の向上

と言える。 

（資料-35）正規課程と教育プログラムとの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2） 分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

該当なし 


